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 第 7 回アジア太平洋適応ネットワーク (APAN) フォーラム  セッション・レポート 

気候・災害リスクに対する都市のレジリエンス強化に向けた協働の取組 

 

 

日時：    2021 年 3 月 9 日 (火) 13:15 ～ 14:45 (日本時間） 

場所：    インターネット配信 

主催：    アジア工科大学 アジア太平洋地域資源センター (AIT RRC.AP)、 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES)、環境省、国連防災機関（UNDRR) 

視聴者数： 100 (APAN フォーラムオンライン会議システム上のセッション視聴登録者数) 

 

概要： 

自然災害は、発展途上国に住む人々や、最も脆弱なコミュニティに大きな影響を与えている。国連経済社会

局(UNDESA)によると、世界における人口の 55％以上が都市部に居住しており、この割合は 2050 年までに

68％に増加すると予測されている。しかし、特に発展途上国における都市の計画や開発は、地震や気象リスク

などのハザードの影響をほとんど考慮していないのが現状である。 

そこで本セッションでは、アジア太平洋地域の都市部おける災害リスク軽減と気候変動への適応をテーマに

取り上げた。地域計画や政策開発プロセスの中で気候変動適応を主流化し、災害に強い開発に対する政治的

コミットメントと社会的ニーズを高める上で、アジア太平洋地域の国々が直面する主要な課題について情報を

提供し、議論を深めた。 

セッションの目的は、アジア太平洋地域において、仙台防災枠組み、パリ協定、SDGs、国や地域レベルでの

防災・適応戦略に沿って、マルチステークホルダーが参画しパートナーと協力しながら、都市のレジリエンスを

高めるための理解を深め、優良事例と証拠に基づいた、都市のレジリエンス計画を共有することにある。関連

するシステム、政策、プロセス等を通じて、能力開発、意識向上、災害リスク軽減と気候変動適応の促進にお

ける機会について議論しながら、同分野における知見共有の場を提供することを目指した。 

 

セッション構成： 

・ 第 7 回 APAN フォーラムは 4 つのストリーム（主題）を縦軸、5 つのイネーブラー（実現要素）横軸とする各

セッションから構成されている。本セッションは「コミュニティと地域のレジリエンス」ストリーム、「計画とプロ

セス」イネーブラーのセッションとして開催された。 

・ 日英同時通訳あり（Zoom 画面上にて言語選択可）。 

・ 英語版（オリジナル）を閲覧するためには、事前に APAN フォーラムオンライン会議システムへの登録要、

日本語版は Youtube の専用チャンネルにて LIVE ストリーミング配信を行った。 
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プログラム： 

総合司会 塚本 直也 

アジア工科大学 アジア太平洋地域資源センター センター長 

開会挨拶 塚本 直也 

アジア工科大学院 アジア太平洋地域資源センター (AIT RRC.AP) センター長 

基調講演 マロ・ノスカノ=リヴァルタ 

国連防災機関 (UNDRR) アジア太平洋事務所 所長 

 

武内 和彦 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) 理事長 

パネル 

ディスカッション 

登壇者： 

イヌ・サリケ 

ネパール トリブヴァン大学 工学研究所 准教授 

 

アルメン・ロストミャン 

アジア工科大学院 アジア太平洋地域資源センター (AIT RRC.AP) コンサルタント 

 

アレネ B アルシアス 

フィリピン共和国 サンタローサ市 市長 

 

ビナヤ・ラズ・シバコティ 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) 主任研究員 

 

モデレーター： 

プルバ・レンドゥプ 

アジア工科大学院 アジア太平洋地域資源センター (AIT RRC.AP) 気候変動・防災クラ

スター クラスター長 

 Q&A セッション 

 閉会 
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レポート（要約）： 

 

開会挨拶 

AIT RRC.AP の塚本直也センター長は、都市は温室効果ガスの排出において最前線に位置づけられると同

時に、気候変動や異常気象の影響をも大いに受けていることを強調し、気候・災害リスク対策についての議論

が行われる本セッションの意義を確認した。 

 

基調講演 

まず、UNDRR アジア太平洋事務所のマロ・ノスカノ=リヴァルタ所長は、前日が国際女性デーであったことに

触れ、現在進行中の COVID-19 パンデミックを契機とした、ジェンダー主流化とマルチハザード評価の重要性

を強調した。また、都市の強靭化に関する世界的な協調イニシアティブとして、「Making Cities Resilient (MCR 

2030)キャンペーン」を紹介した。 

続いて IGES の武内和彦理事長は、日本が提唱する「地域循環共生圏 (Circular and Ecological Spheres: 

CES)」について紹介し、都市と農村の連環を考える上でも、低炭素、循環型経済、自然と人間社会の調和、の

結びつきが必要であることを例示した。 

 

パネルディスカッション 

（各登壇者の発表内容） 

パネルディスカッションでは、まずフィリピンの湖畔に位置するサンタローサ市の流域管理について、アレネ 

B アルシアス市長が、地域の自治体と国際的な学術機関、政府が協力した形でのレジリエンス強化の取組を

紹介した。具体的には、気候変動適応策の計画プロセスに欠かせない情報を提供するための知識ベースを構

築するための、課題と経験についての考察が発表された。 

続いてネパールのトリブヴァン大学准教授のイヌ・サリケ氏は、2015 年にカトマンズで発生した地震の際に、

学生が復旧作業や現場検証の作業に協力し、政府の取り組みに貢献したことを振り返り、教育機関とのパート

ナーシップの価値を強調した。 

IGES のビナヤ・ラズ・シバコティ氏は、IGES が日本、インドネシア、ラオス、ミャンマーなどで行っている水文

気象評価の取り組みを振り返り、都市や地方自治体のレジリエンス構築の取り組みを支援するための能力、

情報、資金の限界を指摘した。また、地域レベルでの取り組みを拡大・加速させるためには、マルチステークホ

ルダー間での交流を促進するためのプラットフォームや、知識共有の場としての都市間のネットワーク構築、ニ

ーズに応じたリソースの動員、重複を避けるための相乗効果の創出などが必要であると提案した。 

最後に、AIT RRC.AP のアルメン・ロストミャン氏は、キャパシティ・ビルディングの活動について、科学的情報

に基づいたプロセスを確保するために、必要な資金、役割、責任、活動を特定してリソース配分を行うことが重

要であり、同時にそれが多くの都市で課題となっていることを指摘した。公共部門の内外から資金を動員する

ための協力が重要であり、都市レベルで資金を動員するための革新的なアプローチが必要であるとも述べた。 
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（課題と解決策） 

パネルディスカッションでの議論では、本セッションのテーマに関連する課題と解決策として、以下の点が整理

された。 

課題： 

 行動計画や政策立案のために必要なデータ、情報、評価の利用が限られている（例：水資源の気候変

動に対するレジリエンス強化のためのリソース）。 

 政策や投資は、異常気象や災害の影響を受ける最も脆弱な人々の特定の状況やニーズを無視してし

まうことが多い。 

 都市や地方自治体は、極端な災害に対処するための能力が限られており、将来のシナリオに関する情

報やモデリングは存在しないか、信頼性が低いことが多い。 

 対処するためのコストが高く、専用の資金調達や資源動員のイノベーションが無いことが、都市のレジリ

エンスにとって引き続き障壁となっている。 

 

解決策： 

 積極的なステークホルダー・エンゲージメントのアプローチにより、マーケットとして機能するように再構

築された知識プラットフォームを共創することで、都市のレジリエンスをスケールアップし、加速すること

ができる。 

 学術界の参加は、情報に基づいたレジリエンスの構築と、最も脆弱な人々への支援の鍵となる。カトマ

ンズ市（ネパール）やサンタローサ市（フィリピン）での経験のように、教育機関とのパートナーシップは

拡大していくべきである。 

 財政と資源の動員は、都市にとって重要な課題である。公共部門の内外で、都市レベルでの資源を動

員するために、関係者が協力し、関与するための革新的なアプローチが必要である。 

 都市を基盤としたレジリエンス構築のために、 (a)ローカル、(b)垂直方向、(c)地域、それぞれのレベル

における協力を推進する。 

 2015 年のカトマンズにおける震災後、被災した最も脆弱なコミュニティに対して復興投資を提供した経

験からもわかるように、政策や資金調達では、コミュニティ特有の限界やニーズを認識することで、それ

らを満たすためにカスタマイズされたアプローチが可能となる。 

 

主要メッセージ 

本セッションでは、気候変動や災害リスクに対する都市のレジリエンスを高めるためには、包括的で多面的

なアプローチが重要であることが強調された。そのためには、リソースや資金の動員、知見の共有、ローカルレ

ベルからのマルチステークホルダーによる能力開発などに焦点を当てる必要がある。カトマンズ市（ネパール）

やサンタローサ市（フィリピン）の経験からは、都市に関するステークホルダーと教育機関とのパートナーシップ

は、計画プロセスにおいて情報を提供し、最も脆弱なグループのニーズに対応するためのギャップを埋めるた

めに、重要な役割を果たしうることが確認された。 


